
  結 果 の 概 要    
１ 事業所数の状況 
（１） 事業所数は39,267事業所であり、３年前の調査結果に比べ7.3%の大幅減少 
    事業所・企業統計調査による平成16年６月１日現在の島根県の民営事業所数は39,267事業所であり、      

（事業内容等が不詳の事業所を含めた総民営事業所数は40,253事業所）最近30年間の事業所数の動向を

みると、昭和 61 年までは増加を示していたが、平成 3 年から減少に転じ、今回の調査では大幅に減少し

た３年前の平成13年調査（2,362事業所(5.3%)減）より3,115事業所(7.3%)減とさらに減少幅が拡大する

結果となった。（表１、図１参照） 
（注）以下では、事業内容等が不詳の事業所を除いて記述する。  

 
 
    また、市町村別の事業所数増減の状況をみると、３年前の平成13年調査から増加したのは１町のみで  

あり、他のいずれの市町村も減少となった。（表１、図２参照） 

 
 
    さらに、圏域別に事業所数をみると、すべての地区において3年前の平成13年調査から減少幅が拡大 



しており、特に益田地区で10.1%減と大幅な減少となっている。（表３、図３参照） 
   （「圏域別」については１ページの利用上の注意を参照） 
図３ 圏域別事業所数の推移 

 
  
（２） 事業所の廃業率が新設率を上回る 
    事業所の異動状況をみると、１年当たりの新設事業所数は1,200事業所、１年当たりの廃業事業所数は 

2,137 事業所となっており、新設率（年率）は 2.8%、廃業率（年率）は 5.0%となっている。また、前回

簡易調査である平成11年調査と比べると、新設率（年率）は0.4ポイント下降、廃業率（年率）は0.5ポ

イントの上昇となっている。（表４、図４参照） 



図４ 事業所の新設率及び廃業率の推移 

 

「新設」 ・・・ 13年調査の調査日の翌日以後に開設した事業所のほか、他の場所から移転してきたものを含めた事業所をいう。

「廃業」 ・・・ 13年調査の調査日の翌日以後に廃業した事業所のほか、他の場所に移転したものを含めた事業所をいう。 

 
 なお、これらの事業所数は、平成16年は平成13年10月からの32か月、平成11年は平成８年10月からの33か月、平成６年は平成３年７月から

の33か月と20日をもとにして算出している。 

（例）  平成16年の事業所数による１年当たりの事業所数、新設率（年率）、廃業率（年率）の求め方 

  （１）  １年当たりの新設事業所数、廃業事業所数 

    

 今回の調査で,新設事業所数は3,199、廃業事業所数は5,699、直近の調査時（平成13年10月）からの月数は32か月であるので、

  １年当たりの新設事業所数 3,199 ÷ 32 × 12 ≒ 1,200 

  １年当たりの廃業事業所数 5,699 ÷ 32 × 12 ≒ 2,137 

  （２）  新設率（年率）、廃業率（年率） 

    

 （１）で求めた数字をそれぞれ直近の調査時の総事業所数（平成13年42,382事業所）で割り、100を掛けて算出する。 

  新設率（年率） 1,200 ÷  42,382 × 100 ≒ 2.8(%) 

  廃業率（年率） 2,137 ÷  42,382 × 100 ≒ 5.0(%) 

  
２ 従業者数の状況  

従業者数は288,334人であり、３年前の調査結果に比べ5.7%の大幅減少 
 事業所･企業統計調査による平成16年６月１日現在の島根県の民営事業所の従業者数は288,334人であり、

最近30年の従業者数の動向をみると、平成８年までは増加を示していたが、３年前の平成13年調査（10,990
人(3.5%)減）で初めて減少に転じたのに続き、今回の調査でも17,293人(5.7%)減と大きく減少した。（表１、

図５参照） 



 
 
 
   また、市町村別の従業者数増減の状況をみると、３年前の平成13年調査から増加したのは11町村であり、  

その他の市町村ではいずれも減少した。（表１、図６参照） 

 
 
 
   さらに、圏域別に従業者数をみてみると、すべての地区で3年前の平成13年調査から減少となっている 

が、なかでも益田地区が8.0%の減少、大田地区が7.5%の減少、雲南地区が7.0%の減少となっている。（表

３、図７参照） 
 （「圏域別」については１ページの利用上の注意を参照） 
 
 
 
 



図７ 圏域別従業者数の推移 

 
  
３ 産業大分類別の事業所数の状況 
（１） 「卸売･小売業」の事業所数が最も多い 
    事業所数を産業大分類別にみると、「卸売・小売業」が12,146事業所（全産業の30.9%）、「サービス業 

（他に分類されないもの）」が 8,101 事業所（同 20.6%）、「建設業」が 5,223 事業所（同 13.3%）、「飲食

店、宿泊業」が 4,077 事業所（同 10.4%）、以下「製造業」、「医療、福祉」、「不動産業」、「教育、学習支

援業」、「運輸業」、「金融・保険業」、「複合サービス事業」、「農林漁業」、「情報通信業」、「鉱業」、「電気・

ガス・熱供給・水道業」の順となっている。（表５、図８参照） 



 
 
   また、事業所数の産業大分類別構成比の推移をみると、「卸売・小売業」が３年前の平成13年調査結果よ 

り1.1ポイント減、「製造業」が0.4ポイント減、「飲食店、宿泊業」が0.1ポイント減となったが、「サービ

ス業（他に分類されないもの）」が0.8ポイント増となった。（表５、図９参照）  

 
 
（２） ３年前の調査から事業所数の増加した業種は「医療、福祉」のみ 
    事業所数の推移を産業大分類別についてみると、「医療、福祉」が３年前の平成13年調査（147事業所 

(8.7%)増）に引き続き53事業所(2.9%)増と増加となっているが、そのほかの業種はすべて減少傾向にあり、

特に「卸売・小売業」で1,426事業所(10.5%)減、「製造業」で377事業所(11.6%)減と事業所数の多い業種

での大きい減少がみられた。 
 また、13 年調査で大幅な増加（98 事業所(55.1%)増）をみせた「情報通信業」は、今回調査では 42 事

業所(15.2%)減と減少に転じた。（表５、図１０参照） 
図１０ 産業大分類別民営事業所数の推移 
 （ただし、平成8年は旧産業分類を新産業分類に組み替えた推計値） 



 

ただし 
  「卸・小」は卸売・小売業 
  「サービ」はサービス業（他に分類されないもの） 
  「飲、宿」は飲食店、宿泊業 
  「医、福」は医療、福祉 
  「不動産」は不動産業 
  「教、学」は教育、学習支援業 
  「金・保」は金融･保険業 
  「複合サ」は複合サービス業 
  「農林漁」は農林漁業 
  「情通」 は情報通信業 
  「電ガ熱」は電気･ガス･熱･水道供給業 
の略である。 

  
４ 産業大分類別の従業者数の状況 



（１） 「卸売･小売業」の従業者数が最も多い 
    従業者数を産業大分類別にみると、「卸売・小売業」が67,627人（全産業の23.5%）、「製造業」が49,410 

人（同 17.1%）、「サービス業（他に分類されないもの）」が 39,654 人（同 13.8%）、「建設業」が 39,091
人（同13.6%）、「医療、福祉」が29,209人（同10.1%）、以下「飲食店、宿泊業」、「運輸業」、「金融・保

険業」、「複合サービス事業」、「教育、学習支援業」、「農林漁業」、「情報通信業」、「不動産業」、「電気･ガス･

熱供給･水道業」、「鉱業」の順となっている。（表５、図１１参照） 

 
 
   また、従業者数の産業大分類別構成比の推移をみると、「製造業」が３年前の平成13年調査結果より1.0 

ポイント減、「建設業」が0.7ポイント減、「卸売・小売業」が0.6ポイント減となったが、「医療、福祉」が

1.8ポイント増、「サービス業（他に分類されないもの）」が1.0ポイント増となった。（表５、図１２参照） 

 
 
  
（２） 「医療、福祉」の従業者数が３年前の調査から大幅増加 
    従業者数の推移を産業大分類別にみると、「医療、福祉」が３年前の平成13年調査（4,962人(24.3%) 

増）に引き続き3,845人(15.2%)増と大幅な増加を見せたほか、「サービス業（他に分類されないもの）」が



590 人（1.5%）増、「教育、学習支援業」が 61 人(1.4%)増と増加となっているが、「農林漁業」、「情報通

信業」、「不動産業」、「飲食店、宿泊業」が減少に転じたほか、「製造業」が 13 年調査（13,086 人(19.2%)
減）に続いて 10%を超える 5,808 人(10.5%)減の減少、「建設業」が 4,667 人(10.7%)減、「卸売･小売業」

が6,028人(8.2%)減と事業所数の多い業種での大幅な減少も見られた。（表５、図１３参照） 
図１３ 産業大分類別民営事業所従業者数の推移 
 （ただし、平成8年は旧産業分類を新産業分類に組み替えた推計値） 

 

ただし 
  「卸・小」は卸売・小売業 
  「サービ」はサービス業（他に分類されないもの） 
  「飲、宿」は飲食店、宿泊業 
  「医、福」は医療、福祉 
  「不動産」は不動産業 
  「教、学」は教育、学習支援業 
  「金・保」は金融･保険業 
  「複合サ」は複合サービス業 



  「農林漁」は農林漁業 
  「情通」 は情報通信業 
  「電ガ熱」は電気･ガス･熱･水道供給業 
の略である。 

  
５ 従業者規模別の事業所数の状況 

従業者数「1～4人」規模及び「100～299人」規模で事業所数が大きく減少 
 従業者規模別に事業所数をみると、従業者規模「1～4人」の事業所が25,339事業所（事業所全体の64.5%）、

「5～29人」規模の事業所が12,354事業所（同31.5%）となっており、30人未満の事業所が事業所全体の

96.0%となっている。（表６、図１４参照） 
図１４ 事業所数の従業者規模別構成比 

 
 
 
   ３年前の平成13年調査に比べ、「300人以上」規模は増減なし、「派遣、下請従業者のみ」の事業所が23 

事業所 (53.5%)増だったが、「100～299人」規模は16事業所 (8.4%)減、「1～4人」規模は2,251事業所 (8.2%)
減、「5～29人」規模は806 事業所 (6.1%)減、「30～99 人」規模は65事業所 (4.7%)減と、300 人未満のす

べての規模で減少した。（表６、図１５参照）  

 



  
６ 従業者規模別の従業者数の状況 

従業者数が最も多い従業者規模は「5～29人」規模の事業所 
 従業者規模別に従業者数をみると、「5～29 人」規模の事業所の従業者数が 128,776 人（従業者数全体の

44.7%）と最も多く、次いで「30～99人」規模が63,669人(同22.1%)、「1～4人」規模が52,126人(同18.1%)
などとなっており、従業者数 30 人未満の事業所の従業者数が従業者数全体の 62.7%、従業者数 100 人未満

の事業所の従業者数が従業者数全体の84.8%となっている。（表６、図１６参照） 
図１６ 従業者数の従業者規模別構成比 

 
 
   また、従業者数の従業者規模別構成比の推移をみると、従業者数では従業者規模「1～4人」の事業所の占  

める割合が３年前の平成 13 年調査から 0.6 ポイント、「100～299 人」が 0.2 ポイント、「5～29 人」が 0.1
ポイントそれぞれ減少したのに対し、「30～99人」が0.6ポイント、「300人以上」が0.4ポイントそれぞれ

増加した。（表６、図１７参照） 

 
 
  
７ 経営組織別の事業所数の状況 

「個人経営」と「法人」の事業所数の構成比の差が縮小 
 経営組織別に事業所数をみると、「個人経営」は20,019事業所（事業所全体の51.0%）、「法人」は18,876
事業所（同48.1%）、うち「会社」は14,594事業所（同37.2%）となった。（表７、図１８参照） 



 
 
   また、経営組織別構成比の推移をみると、「個人経営」は３年前の平成13年調査結果より1.2ポイント減、 

「法人」が 1.3 ポイント増、「法人でない団体」が 0.1 ポイント減となっており、「個人経営」と「法人」の

事業所数の構成比の差が縮小している。（表７、図１９参照） 

 
 
  
８ 従業上の地位別の雇用者数の状況 

「常用雇用者」が減少する一方で「臨時雇用者」が急増 
 従業上の地位別に雇用者数をみると、「常用雇用者」は 225,276 人（雇用者全体の 94.0%）であり、うち

「正社員・正職員」は165,969人（雇用者全体の69.3%）、パート･アルバイトなどの「正社員・正職員以外」

は59,307人（同24.8%）であり、日々雇用などの「臨時雇用者」は14,323人（同6.0%）となった。 
 また、３年前の平成13年調査と比べると、「常用雇用者数」は15,650人(6.5%)減となり、うち「正社員･

正職員」は17,900人（9.7%）減、「正社員・正職員以外」は2,250人（3.9%）増となっており、「臨時雇用

者」は4,232人（41.9%）増となっている。（表８、図２０参照） 



 
 

労働者派遣業、一般飲食店、娯楽業は「常用雇用者」に占めるパート･アルバイトなどの割合が高い 
 「常用雇用者」に占めるパート・アルバイトなど「正社員・正職員以外」の割合を産業小分類別にみると、

「労働者派遣業」が90.5%と最も高く、次いでハンバーガー店が89.9%、カラオケボックス業が88.4%と続

いている。（下表参照） 

 
 
  
９ 市町村別の産業大分類別事業所数の状況 
（１） 「卸売・小売業」の全産業に対する事業所数割合は、すべての市町村で２０％超 
    産業大分類別事業所数を市町村別にみると、「卸売･小売業」がすべての市町村において、全産業の５分 

の１以上を占めており、特に羽須美村が全産業の 37.9%、温泉津町が全産業の 37.7%となっている。（表

９、図２１参照） 



 
 
（２） 「製造業」、「卸売・小売業」及び「建設業」などの事業所数が、ほとんどの市町村で減少 
    ３年前の平成13年調査からの市町村別産業大分類別事業所数の増減をみると、59市町村のうち「製造 

業」は53市町村、「卸売･小売業」は51市町村、「建設業」は47市町村、「サービス業(他に分類されない

もの)」は43市町村、「飲食店、宿泊業」は42市町村で減となっている。（表９、図２２参照） 



 
 
（３） 瑞穂町は、事業所数が減少した産業が少ない 
    今回調査で、唯一事業所数が増えた瑞穂町を産業大分類別に３年前の平成13年調査からの増加率をみ 

ると、「製造業」、「卸売・小売業」及び「飲食店、宿泊業」以外の業種は、プラスか変動なしとなっている。

また、「飲食店、宿泊業」以外の業種の増加率は、いずれも県全体の増加率を上回った。（表９ 図２３

参照） 
図２３ 瑞穂町の産業大分類別事業所数増加率の状況（平成13年～16年） 

 
（参考：松江市、浜田市及び出雲市の状況） 

 



 
  
10 市町村別の産業大分類別従業者数の状況 
（１） 東出雲町、斐川町で「製造業」の従業者数の全産業に対する割合が大きい 
    産業大分類別従業者数を市町村別にみると、東出雲町で「製造業」が全産業の44.5%、斐川町で「製造 

業」が全産業の 42.2%、玉湯町で「飲食店・宿泊業」が全産業の 41.0%となっている。（表１０、図２４

参照） 



 
 
（２） 「建設業」及び「製造業」などの従業者数が、ほとんどの市町村で減少 
    ３年前の平成13年調査からの市町村別産業大分類別従業者数の増減をみると、59市町村のうち「建設 

業」は56市町村、「製造業」は49市町村、「卸売･小売業」は42市町村、「複合サービス事業」は41市町

村、「サービス業(他に分類されないもの)」は40市町村で減となっている。 
 一方、医療･福祉は、多くの市町村で従業者数が増となっている。（表１０、図２５参照） 



 
（３） 県西部で「医療･福祉」従業者数の増加率が大きい 
    従業者数が大幅に増加した「医療･福祉」を市町村別にみると、平成13年調査から匹見町が387.5%増、  

美都町が300.0%増、仁摩町が284.4％増と大幅な増加を見せている。（表１０、図２６参照） 

 
（４） 美保関町では「建設業」、大社町及び仁摩町で「製造業」が大幅な増加 
    今回調査で従業者数が増加となった市町村を産業大分類別に、平成13年調査からの増加率をみると、「医    

療･福祉」については、ほとんどの市町村で大幅な増加となっているほか、美保関町では「建設業」が25.9%
増、「卸売・小売業」が10.2%増、大社町では「製造業」が14.1%増、「飲食店、宿泊業」が32.8%増、仁

摩町では「製造業」が18.5%増などと、県全体では大幅な減少となった業種において、大幅な増加をみせ

ている。（表１０、図２７参照） 
図２７ 今回調査で従業者数が増加となった 
    市町村の産業大分類別従業者数増加率の状況（平成13年～16年） 



 
（参考：松江市、浜田市及び出雲市の状況） 



 
  
11 参考（合併後の市町村別の状況） 
  島根県内の市町村は、平成16年10月1日を皮切りに合併が進み、平成17年10月1日時点で59市町村か 
ら 21 市町村となったため、合併後の市町村別事業所数及び従業者数をまとめた。（参考図１～６、参考表１、

２参照） 

 



 
  

参考図３ 合併後の市町村別事業所数の推移 





 
  

参考図４ 合併後の市町村別従業者数の推移 





 
  



 
 

 
 


